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   １．グローバルな時代認識    
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  国際競争力の視点からの日本のICTの現状 

●リードしている分野 
  ①韓国と共に固定ブロードバンド・インフラの整備でリード 
  ②日本は欧州・韓国共にモバイル・インフラの整備でリード 
  ③日本は先進国でデジタル放送インフラの競争でリード 

    ●ICTトレンドを見据えた上で強みを活かす戦略が重要 

●リードされている分野 
   ①半導体産業と家電産業で韓国に敗退 
      ②携帯電話機でApple, Sumsungに敗退 
      時価総額:   Samsung  153.1B$, LG 9.2B$ 
                              Panasonic 16.5B$, Sony 14BS, Sharp 5.5B$ 
                              TSMC 70.6B$, 
                              Huawei 20B$, Lenovo 9B$ 
                              Apple 531.9B$, Google 197.2B$ 
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                GDP成長率（2011年～2030年～2050年） 

2011-30 2031-50 2011-50 
北米 2.5 3.8 3.7 
日本 1.0 0.9 0.9 
西欧 1.8 1.9 1.8 
アジア 5.5 4.8 5.2 
中東・北アフリカ 4.7 4.7 4.7 
東欧 3.3 3.1 3.2 
中南米 3.6 3.7 3.7 
サハラ以南アフリカ 5.5 5.5 5.5 

出典： 『2050年の世界』英エコノミスト誌は予測する 

アジアの成長を牽引する中国と韓国！ 
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  世界各国の1人当たりGDP（2010年/2030年/2050年） 

2010 2030 2050 
韓国 63.1 87.8 105.0 
ドイツ 76.2 82.9 87.7 
フランス 72.1 70.1 75.2 
ロシア 33.5 50.4 71.9 
イギリス 73.9 69.5 71.1 
イタリア 62.2 54.7 60.1 
日本 71.8 63.7 58.3 
中国 15.9 32.0 52.3 
ブラジル 23.8 33.1 49.1 
タイ 19.4 29.8 48.5 
インド 7.1 14.8 34.5 
インドネシア 9.3 16.4 29.5 

出典： 『2050年の世界』英エコノミスト誌は予測する 

アメリカを
100とした
場合 
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1955     65       75      85      95    05              

200兆円 

500兆円 

高度成長期：9.3％ 
1958～73年 

安定成長期：4.5％ 
1974～84年 

GDP飽和時代 
1995～ 

日本のGDPから見える時代とは？ 
 日本4つの問題      

         ①輸出依存型経済の崩壊                   
           ②エネルギー自給率の低さ(18%【4％】)           

  ③食料自給率の低さ(40%)          
        ④首都圏一極集中(人口1/3,経済1/2)         

     世界３つの問題 
①欧米金融崩壊と世界経済危機 
②新興国の台頭と地球環境危機 
③途上国の人口爆発と食料危機 

     ICTが先導する 
  新産業創出が必要！ 
     ex.生活資源対策 
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2．ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ発展の歴史とその本質とは？    
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キューバ危機に始まるインターネットの歴史 

ｷｭｰﾊﾞにソ連製準中距離弾道ﾐｻｲﾙ(MRBM)基地が！【ﾛｯｷｰﾄﾞU2 偵察機が発見】  

キューバを舞台に、1962年10月14日から28日までの14日間米ソ間の

冷戦の緊張が、最悪の場合全世界を巻き込むことになる第三次世界
大戦の勃発を意味する核戦争寸前まで達した危機的状況 
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●DARPAが完全分散型ﾈｯﾄﾜｰｸ研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始1962年 
⇒国防高等研究計画局、Defense Advanced Research Projects Agency、軍隊使用のため
の新技術開発および研究を行うアメリカ国防総省の機関） 

⇒商用化認可が大転換点に！【この民間開放が本質的（官需の逆）】 

インターネットの商用化認可が産業化への扉 

●ARPANET（Advanced Research Projects Agency Network）構築1969年 
⇒J・C・R・リックライダーがDARPAのIPTO部長に就任1962年10月 
⇒DARPA行動科学研究部門IPTO（Information Processing Techniques Office、情報処理技
術室）指揮下で構築 
⇒基礎１：リックライダーの1960年の論文で『タイムシェアリングシステムネットワーク』 
⇒基礎２：ポール・バラン【米空軍ランド研究所】が1962年に提唱『パケット交換』 
⇒発足当時UCLA、UCサンタバーバラ、スタンフォード研究所 (SRI)、ユタ大学の4箇所 
⇒1982年TCP/IP(Transmission Protocol/Internet Protocol)に統一 

●TCP/IPによる世界規模で相互接続するインターネット概念が提唱 
⇒ARPANETを1981年全米科学財団(NSF) がCSNET(Computer Science Network）に活用 
⇒1986年にNSFNETが全米の研究教育機関を接続 
⇒1990年商用インターネットサービスプロバイダ(ISP) が認可 
⇒1993年時点での情報総量のうち、インターネットは1% 
⇒2000年51%、2007年97%以上がインターネット経由で 
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米 国 

日 本 

1970 

1980 

1990 

2000 

1969 国防総省の実験開始 
    ARPANET 
 
 
 
 
1983 ARPANETがTCP/ IPを使用 
    UCBがUNIX4. 2BSDを公表 
 
1986 NSF（全米科学財団）の 
    支援で急拡大：NSFNET 

1984 JUNETの実験開始 
    （慶応、東工大、東大） 

1988 WIDE（学術団体） 

    ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの開始 
 

スタート 

1990 商用ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
   （UUNET）の開始 

 2001 WORLDCOMなど新興IPｷｬﾘｱが       

   一斉に経営破綻後再編        

  （新ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ発生が加速） 

1993 IIJ設立：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの商用化 

学術研究ﾌｪｰｽﾞ 商用化ﾌｪｰｽﾞ ｷｬﾘｱISP開始ﾌｪｰｽﾞ 

1996 WORLDCOMがUUNETを買収 
 

1996 IRI設立、NTTがOCNを開始 

1999 NTTﾄﾞｺﾓがiﾓｰﾄﾞ開始 

 2001 Yahoo!BBｻｰﾋﾞｽ開始                 

   ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ急速に普及       

   （新ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ発生が加速） 

ｷｬﾘｱISP構造変化ﾌｪｰｽﾞ 

   情報通信の技術革新の原動力となったインターネット 

米国は軍事研究⇒学術研究⇒産業へ 

日本は草の根学術研究⇒産業へ！ 
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   ４つのICTトレンド： 

  「新興国・モバイル・ソーシャル・スマート」 

①新興国における急速な普及 

②モバイル・アクセスの急伸  

③ソーシャル・メディアの拡大 

④スマート・インフラの発展 

   インターネットを基軸にしたICTトレンド 



Copyright 2012(C) Hiroshi Fujiwara 13 

①新興国における急速な普及 

2008年        2013年             2020年 

14億55百万人⇒  21億7千万人 ⇒ 40億人・IPｱﾄﾞﾚｽ50億個へ！  

13 

http://japan.cnet.com/marketing/story/0,3800080523,20396990,00.htm
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【１】 3G から WiMAX and LTE(3.9G)への移行  

【２】 携帯電話からスマートフォンへの移行 

【３】 PCからタブレットへの移行 

②モバイル・アクセスの急伸 
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BroadBand Tower,Inc. ③ソーシャル・メディアの拡大 
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  東北沖大地震⇒東日本大震災 

  エネルギービジネスのパラダイムシフト 

   日本⇒巨大地震国という認識 

   エネルギー政策の歴史的転換へ 

   世界⇒“フクシマ”を認識 

  ④スマート・インフラの発展 
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        スマートの意味は? 

“スマート”とは“インターネットとの融合” 

“スマートグリッド ” とは 
 “エネルギーとインターネットとの融合” 

“スマートフォン” とは 
 “携帯電話とインターネットとの融合” 

“スマートテレビ ” とは 
 “テレビとインターネットとの融合” 
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 ジェフリー・ロバート・イメルト ( President, CEO GE)【スマート経営者？】 
 
                      *2012年7月30日フィナンシャルタイムズ紙のインタビュー 
 
  「フクシマ」以降、原子力発電所のコストは上昇せざるを得ない。従って多くの国
は、シュエールガス、風力発電等へ移行するはずだ。 
 この発言は、2011年9月のﾋﾟｰﾀｰ･ﾛｰｯｼｬｰ (ｼｰﾒﾝｽ社長) の発言と類似している。 
 
 イメルト氏は、以下の3点を強調した。 
 
 1. アメリカにおけるシェールガス革命 
    ⇒特に天然ガスのコストが10年前の水準に低下している。 
 
 2. 「フクシマ」での炉心溶融 
    ⇒原子力発電産業は、 「フクシマ」以降追加コストの上昇と 
   不確実性に直面している。 
 
 3. 再生可能エネルギーのコストダウン 
  ⇒太陽光パネルコストは、3年間で75％ダウンしている。 
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GEはエネルギーインフラ事業部門（売上500億ドル、従業員10万人）を3分割した 
 
 1. 電力・水部門     : 280億ドル, 41000人 
 2. 石油・ガス部門          : 150億ドル, 33000人  
 3. エネルギー管理部門:    70億ドル, 27000人 
                                                                                                    
 
                                     
●これら3部門は欧州危機による航空機エンジン部門と医療機器部門の収益減少
を補うべく再編された。 
 
●背景には中国・インド・ブラジル等での急速な電力需要の増加がある。 
 
●GEはガスタービン、風力発電プラント、スマートグリッド等のインフラ関連設備を 
  大量に売り込もうとしている。 
 
●エネルギーインフラ部門の売上成長率は15％の119.19億ドル、利益成長率 
  13% で17.55億ドル（2012年4-6月期） 

GE製ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ 
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新産業創出へ向けてインターネットが果たす４つの側面 

 インターネット的視点での新産業創出が重要 
【1】技術として【2】ﾒﾃﾞｨｱとして【3】民主主義ﾂｰﾙとして【4】外交として 

 日本4つの問題      
         ①輸出依存型経済の崩壊                   
           ②エネルギー自給率の低さ(18%【4％】)           

  ③食料自給率の低さ(40%)          
        ④首都圏一極集中(人口1/3,経済1/2)         

     世界３つの問題 
 

①欧米金融崩壊と世界経済危機 
②新興国の台頭と地球環境危機 
③途上国の人口爆発と食料危機 

 ４つのICTトレンド： 

「新興国・モバイル・ソーシャル・ローカル」 

ICTが先導する新産業創出が必要！ 
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3. ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ的視点での宇宙産業の問題とは？ 
    ～宇宙産業は生活資源対策の重要要素～ 
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     現在審議中の 宇宙基本計画（案）から 
・・・ 
B.リモートセンシング衛星 
・・・ 
（２）課題 
 衛星データは、行政、産業、研究分野で幅広く利用されており、
今後、産業行政の高度化、効率化等の観点から、その利用を拡
大していく必要がある。しかし、我が国では、官民連携による衛星
運用の効率化や、データを分析、加工することで新たな付加価値
を産むアプリケーション産業の育成など、総合的な利用拡大や産
業振興の取組が不十分である。 
・・・ 
（４）5年間の開発利用計画 
・・・ 
 ③標準的なデータポリシーの検討 
 衛星データは販売事業者等に係る規制事項や価格設定の在り
方等の標準的なデータポリシーの在り方を検討する。 
  ・・・ 
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これまでの宇宙産業市場規模の議論 

【問題点１】 
宇宙機器産業と 
宇宙利用サービス
産業が分離！ 
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これまでの宇宙機器産業規模・政府予算の議論 

【問題点２】 
宇宙機器産業の 
官需依存体質 
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    これまでのロケット/衛星打上の議論 

【問題点２】 
宇宙機器産業の 
官需依存体質 
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    これまでの研究開発に関する議論 

【問題点２】 
宇宙機器産業の 
官需依存体質 
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    これまでの国際展開に関する議論 

【問題点３】 
宇宙産業の 
All Japan Sales外交がない！ 
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 これまでの宇宙産業市場展望に関する議論 

【問題点３】宇宙産業のAll Japan Sales外交がない！ 
【問題点４】宇宙産業の情報化がない！ 
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これまでの「今後の戦略【宇宙システム】」に関する議論 

【問題点５】宇宙産業の大規模指向！ 
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   これまでの「今後の戦略【利用分野】」に関する議論 

【問題点４】宇宙産業の情報化がない！ 
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   これまでの「今後の戦略【事業環境】」に関する議論 

【問題点６】 
宇宙産業全体の官需依存体質 
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これまでの「今後の戦略【海外事業獲得】」に関する議論 

【問題点３】 
宇宙産業のAll Japan Sales外交がない！ 
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４. ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ的視点での宇宙と他分野融合の展望 
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              問題点 
【１】宇宙機器産業と宇宙利用サービス産業が分離 
【２】宇宙機器産業の官需依存体質 
【３】宇宙産業のAll Japan Sales外交がない！ 
【４】宇宙産業の情報化がない！ 
【５】宇宙産業の大規模指向！ 
【６】宇宙産業全体の官需依存体質 

「宇宙産業全体」に関する問題点と着眼点 

               着眼点 
【１】宇宙機器産業と宇宙利用サービス産業の融合 
【２】純民間投資による新産業の創出 
【３】宇宙産業のAll Japan Sales外交チームの創成 
【４】宇宙産業の小型化の推進 
【５】宇宙産業の情報化の推進 
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宇宙を例にした新生活資源産業創出へのアプローチ例 

               着眼点 
【１】宇宙機器産業と宇宙利用サービス産業の融合 
【２】純民間投資による新産業の創出 
【３】宇宙産業のAll Japan Sales外交チームの創成 
【４】宇宙産業の小型化の推進 
【５】宇宙産業の情報化の推進 

宇宙産業と他産業との融合による新生活資源産業の創出 
   ～インターネット的視点でのアプローチ～ 
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   政府保有データの利用ポリシーの考え方【例】 

●NSF DARPAﾓﾃﾞﾙのchallenges(NASA)ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
⇒Webでのﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ解析共同作業で砂嵐予測精度の大幅な向上 
⇒宇宙ﾃﾞｰﾀは25％で他分野ﾃﾞｰﾀとの組合せが主流（ｾﾝｻｰ、ｹﾞﾉﾑ） 
 

●NOAA(National Oceanic and Atmospheric Administration) 
⇒ﾃﾞｰﾀ配布ﾎﾟﾘｼｰはFull&Openが原則 
 

●USGS - U.S. Geological Survey 
⇒国防関係以外はFull&Openが原則で農林分野でﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ急増 
 

●NASA 
⇒経済、地球科学、生態環境等に利用、Full&Openが原則 
  異分野ﾃﾞｰﾀ融合がﾄﾚﾝﾄﾞ 
 

●GMES(Global Monitoring for Environment and Security):EU 
⇒公的ｻｰﾋﾞｽでfree and open access to dataが原則、安全保障制限 
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【１】衛星からの大容量情報の蓄積 

   宇宙と他産業融合からの新生活資源産業の創出 

【２】蓄積情報のビッグデータ分析 

【３】ビッグデータ分析に基づく生活    
   資源新情報サービスの創出 
⇒例：M2Mと組み合わせた社会 
ｲﾝﾌﾗ監視（道路・鉄道・橋梁・ﾄﾝﾈﾙ） 

【４】同上新情報サービスの 
      All Japan Salesによる情報輸出 

【５】政府保有データの利用ポリシーの革新 
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学術研究 
  政府 

 産業界 

研究費 

調達 

現在の宇宙産業 

現在の宇宙開発 
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ご清聴ありがとうございました 

学術研究 
  政府 

 産業界 

研究費 

調達 

ビッグデータ分析による新宇宙生活資源産業の創出へ 

現在の宇宙開発 

産学連携 

税収 

  市場 

ﾃﾞｰﾀ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ型の宇宙開発 
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